
　　　平成30年度山形県介護支援専門員研修専門研修（専門研修課程Ⅱ）及び
更新研修（実務経験者対象・専門研修課程Ⅱ）実施要綱
１　目　　的
(1) 専門研修（専門研修課程Ⅱ）：介護支援専門員として必要な知識及び技術の向上を図り、
専門職としての能力の保持・向上を図ること及び現任の介護支援専門員に対して、一定の実務経験をもとに、必要に応じた専門知識、技能の修得を図ることにより、その専門性を高め、多様な疾病や生活状況に応じて、医療との連携や多職種協働を図りながらｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄを実践できる知識・技術を習得し、もって介護支援専門員の資質向上を図ることを目的とする。
(2) 更新研修（実務経験者対象・専門研修課程Ⅱ）：介護支援専門員証に有効期間が付され、
更新時に研修を受講することで、定期的な研修受講の機会を確保し、介護支援専門員とし　
て必要な専門的知識及び技術の習得を図ることにより、専門職としての能力の保持・向上を図ることを目的とする。

２　研修実施主体　　山形県
研修実施機関　　一般社団法人山形県介護支援専門員協会（山形県より委託）
３　対象者及び留意事項
　　　次の各研修区分（１）又は（２）のいずれかの要件を満たし、研修の全日程を受講できる者。

　　
　（１）専門研修（専門研修課程Ⅱ）

　　　　　介護支援専門員として実務に従事している者（※１）であつて、専門研修課程Ⅰを修了している就業後（※２）３年以上の者とする。
　（２）更新研修（実務経験者対象・専門研修課程Ⅱ）
　　　　　次に該当する者であって、介護支援専門員証の有効期間がおおむね1年以内に満了する者
介護支援専門員証の有効期間中に介護支援専門員として実務に従事している者（※１）又は従事していた経験を有する者（実務経験者）（※３）
　　　　　＊介護支援専門員証の更新には上記いずれかの研修修了が義務付けられており、専門研修においては有効期間満了のおおむね２年前から受講が可能であるため、余裕を持った受講計画をたてるようにすること。
　　　　
　　【留意事項】

　　　　上記要件の(1)又は(2)の両方に該当する場合は(2)更新研修としての受講とすること。

　　【注】
　　　　※１「実務に従事している者」とは、下記の①～⑦の事業所において、介護支援専門員として就労している者（サービス計画の作成業務に従事している者）とする。
　　　　　　　①居宅介護支援事業所（管理者としての就労を含む）

②特定施設入居者生活介護に係る居宅サービス事業所

③小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護、看護小規模多機能型居宅介護など地域密着型サービス事業所

④介護保険施設

⑤介護予防特定施設入居者生活介護に係る介護予防サービス事業所

⑥介護予防小規模多機能型居宅介護及び介護予防認知症対応型共同生活介護に係る地域密着型介護予防サービス事業所

⑦介護予防支援事業所、地域包括支援センター　
※２「就業後」の期間は、現所属のみの期間ではなく、介護支援専門員として実務に携わった期間全体（介護支援専門員証の有効期間内であること）とする。
　　　　※３「実務経験者」とは介護支援専門員証の有効期間に※1の事業所に所属して就労した経験（介護支援専門員証の有効期間内にサービス計画の作成業務に従事または居宅介護支援事業所において、それを一元的に管理している管理者の経験のある者）を有する者とする。
４　定　　員　　４００名

　　　　
５　申込方法

必要書類
1 様式１（受講申込書）

2 様式２（実務経験申告書）
3 様式３-①、３-②、３-③（担当事例の提出）
　　　※添付書類　下記の添付書類を提出すること。事例については、利用者・家族・サービス事業所など個人情報に関する部分については記号化する等配慮した上で提出すること。
・居宅介護支援等の場合－居宅サービス計画書（1）、（2）、週間サービス計画表、サービス担当者会議の要点、支援経過（更新時期を含む直近前後２か月の記録、モニタリング記録が別紙の場合は２か月分添付のこと。）
・施設等の場合－施設サービス計画書（1）、（2）、週間サービス計画表又は日課表、サービス担当者会議の要点、支援経過（更新時期を含む直近前後２か月の記録、モニタリング記録を含むもの）
・介護予防支援等の場合－上記計画書に準ずるもの（基本情報、基本チェックリスト、介護予防サービス・支援計画書、介護予防支援経過記録（サービス担当者会議要点の記録を含む。更新時期を含む直近前後２か月の記録）、介護予防サービス評価表
　（注）更新研修受講者で、現在就労しておらず、担当事例の提出が出来ない時はその旨を申込書の備考欄に記載すること。

4 　様式４（研修シート）4-1（目標）　4-2（評価）①②③④⑤⑥⑦⑧
5 　介護支援専門員証の写し及び更新者は前回の専門研修課程Ⅱ又は更新研修修了証書の写し
6 　専門研修課程Ⅰの修了証書の写し（平成29年度以前の修了者で初回専門研修課程Ⅱ受講者）

以上を添えて、8月15日(水）【必着】　までに郵送で下記14まで申込むものとする。

ＦＡＸでの申込みは受付けない。封筒には朱字で「介護支援専門員研修専門課程Ⅱ（更新研修）申込書在中」と記入すること。申込期日を過ぎた場合は受理できない。申込書類の不備がある場合は受付できないだけではなく、他の受講者への迷惑になるため、申し込みの時に必要書類の確認を行うこと。
６　受講決定

　　　受講の可否については、9月中旬までに、申込者あて通知する予定である。

申込者多数等の場合は、更新研修対象者優先とし、専門研修対象者は受付順とする。
なお、上記期日までに通知がない場合は下記14に問合わせること。
７　経　　費
　　　山形県手数料条例に定める以下の額とする。手数料は、受講決定通知の際、併せて送付する所定の用紙に山形県収入証紙を貼付し、研修初日の受付時に提出するものとする。
いったん納入された手数料は、返還しない。

	　　　研　修　項　目
	手　数　料

	更新研修（専門研修課程Ⅰ受講時35,000円納入者）
	不要

	更新研修（専門研修課程Ⅱのみ受講者）
	12,000円

	専門研修（専門研修課程Ⅱ）
	12,000円


更新研修（専門Ⅰ・Ⅱ）を同時申し込みの方には、納入済みの用紙を送付するので受付で提出すること。
８　研修科目及び日時･会場
・科目、日時等は別紙のとおりとし、３コースに区分して実施する予定である。内陸コース、庄内コースを選択することができる。ただし、内陸A、Bコースを選択することは出来ない。研修実施機関が指定したコースを受講すること。
内陸Aコース　　村山地区、置賜地区、最上地区在住者

内陸Bコース　　村山地区、置賜地区、最上地区在住者
庄内コース　　　庄内地区在住者（一部の最上地区を含む）とする。

※内陸A・Bは初日が同じ日程である。なお、３コースを横断的に受講することは認めない。
　　　やむを得ない事情で、他のコースに変更して受講を認められた場合でも、希望の日程に添えない場合もあることをあらかじめ了承すること。
９　研修当日持参するもの

　　　テキスト及び演習で使用する事例の他、必要がある場合は、別途通知する。

10　　遅刻、欠席の取り扱い
　　　研修課程は56時間すべてを履修する必要があり、遅刻、早退、一定時間の離席、欠席は認めない。特別な事情がある場合は、必ず、問合せ先の協会事務局へ連絡すること。
11　テキストについて
　　　研修受講にあたっては、指定されたテキストを必携とする。購入を希望する場合は指定の申込書を送付すること。持参可能な場合はその旨を一般社団法人山形県介護支援専門員協会まで文書にて連絡すること。
　　　　　テキスト　中央法規『介護支援専門員現任研修テキスト第2巻　専門研修課程Ⅱ』
　　　　　　価格3,800円（税別）
　　　研修時にはテキストを必ず持参すること。事務局予備はないため、忘れた受講生の研修修得上の不利益に対しても、協会は責任を負わない。
　　
12　修了認定　　

研修の全課程を受講し、修了評価で可とされた者を修了者と認め、修了証書を発行する。
13　個人情報の取り扱い
　　　研修で使用する事例提出及び演習で活用する事例の場合、個人情報に配慮した上で提出・活用すること。提出事例における個人情報の漏えいなどは受講者の責に帰す。
研修申し込みで取得した受講者の個人情報の取り扱いについては、本研修並びに一般社団法人山形県介護支援専門員協会の事業運営に関すること、山形県への報告、照会以外は使用しない。
14　申し込み、問い合わせ先
　　　　一般社団法人山形県介護支援専門員協会　事務局　柴崎・小林
〒990-0021　山形市小白川町２－３－３１

　　　　　　　　　　　　　　山形県総合社会福祉センター内
　　　　　　　　　　　　　　TEL023-633-1098、FAX023-615-6521
　　　　　　　　　　　　　　問い合せ時間　平日9：30～16：00











